
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●介護人材の全体像に関する論点について 

 ○2025年（平成37年）の地域包括ケアの構築に向けて、介護人材を量的に確保しつ

つ、介護の質も担保することを両立させるために、介護人材の構成と役割分担をど

う考えていくべきか。 

 

○将来的に、生産年齢人口が減少する中、介護人材確保を進めるに当たり、限られた

人材を有効活用するため、能力の高い人材を必要とする分野に重点化していくべき

ではないか。 

 

○より責任が伴い、高い能力が求められる分野における機能は、中核的役割を果たす

ことが期待される介護福祉士が担うべきではないか 

                  （第5回福祉人材確保対策検討会資料） 

 

福祉人材確保対策検討会では上記の３ 点について議論が行われました。 

 

○第5回福祉人材確保対策検討会において、介護人材の全体像と介護福祉士の位置付

け（機能分化）について、これまでの考え方と今後の方向性（案）が示されており

ます（４ ページ参照）。 

第 5 回福祉人材確保対策検討会（平成 26 年 9 月 2 日） 

介護人材と介護福祉士の在り方について 
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●資格取得方法の見直し～養成施設の国家試験義務付けは中期的対応と連動 

第 ５ 回検討会において、介護人材確保の方向性について～中間整理メモ～（５ ペー

ジ参照）の確認を行い、介護人材と介護福祉士の在り方について議論が行われ、協会副

会長の田中愽一委員から養成教育を基本とする介護福祉士の在り方、現在の介護福祉士

より高い職業能力と管理能力を持った上級の介護福祉士（（仮称）管理介護福祉士）構

想の説明がなされ、他の委員からも養成教育の重要性の意見がありました。 

介護福祉士資格取得方法見直しに向けた取組について、前回提示の「中間整理メモ

（案）」との主な違いは、 

①「中期的には」として、介護福祉士資格取得方法については、介護ニーズの高度化に

対応した質の向上を図り、質と量の好循環を生み出すことを目標として、専門性を高めて

いくことのできる教育体系の確立、専門性に応じた役割と位置付けのあり方等について、

総合的な観点からの検討を進めることを第一義とすることを鮮明にする一方、 

②現在の人材確保の困難への当面の対応として、資質の向上に配慮しつつ、裾野の拡大

を図るとしています。このため、 

（ｱ）養成施設ルートについては、前回の「諸事情を」から「現下の状況を踏まえつつ」

として、人材不足感の高まり、養成施設入学者を含む若者の参入減少等、人材確保の

厳しさをより明確に示し、中期的対応と併せた議論を行う必要があることから、国家試験

の義務付けを延期するとしています。この間は卒業時の統一試験等により教育の質を確

保することが法令上規定されることになります。このことは中期的対応を作るために国家

試験の義務付けが延期されたと考えられます。施行時期等についての法令への書き込

みが気になるところです。 

(ｲ)実務経験ルートの実務者研修の義務付けは28年度からと前回の案と変わりありませ

んが、当初の600時間に比べると初任者研修修了者の場合320時間と半減しており、更に

受講しやすい環境整備を進めるとしていることから今後の状況に対しては予断を許さな

いところがあります。 

（ｳ）福祉系高校ルートについても前回の案から変更はありませんが、通信制の導入等の

取り扱いが気になるところです。 

●社会保障審議会福祉部会に福祉人材確保専門委員会を設置 

介護人材等の総合的な確保対策等は、今後、厚生労働省の社会保障審議会福祉部会

において、社会福祉法人制度の見直し及び福祉人材確保対策の中で検討されていくこと

になります。同部会は、本年6月に公布された地域における医療及び介護の総合的な確

保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成26年法律第83号）の附則にお

いて、「政府は、我が国における急速な高齢化の進展等に伴い、介護関係業務に係る

労働力への需要が増大していることに鑑み、この法律の公布後一年を目途として、介護関

係業務に係る労働力の確保のための方策について検討を加え、必要があると認めるとき

は、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする」とされたことを受け、社会保障

審議会福祉部会において、関係者による専門的観点から検討を進めるため、「福祉人材

確保専門委員会」を設置し、①介護人材等の総合的な確保方策、②介護人材における
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介護福祉士の位置づけ・介護福祉士の資格取得方法等について議論していくことになりま

した。 

 なお、上記福祉部会の第1回は８ 月２ ７ 日に開催され、福祉人材確保対策検討会の介

護人材確保の方向性について～中間整理メモ～の提示、福祉部会における主な検討事項

（１ ．社会福祉法人制度の見直しについて、２ ．福祉人材確保対策について）、福祉

人材確保専門委員会の設置等が議題とされました。先ずは専門委員会において介護人材

確保方策等の本格的な議論が行われることになる見通しです。 

 社会保障審議会福祉部会及び福祉人材確保専門委員会には協会から小林光俊会長が

委員として出席し、協会としての意見を述べることになります。 

福祉部会の第２ 回開催は９ 月４ 日に予定されていますが、福祉人材確保専門委員会

の小林会長以外のメンバー及び開催日程は未定です。 

●福祉人材確保対策検討会の継続 

福祉人材確保対策検討会はこの後 １ ０ 月３ 日及び １ ０ 月１ ４ 日に行われ、介護以

外の福祉人材確保対策の検討が予定されております。介護人材確保に関しては、今後社

会保障審議会福祉部会、福祉人材確保専門委員会に議論の場を移すことになりますが、

養成教育の重要性を踏まえた議論が行われることになると思われます。 

●臨時総会を９ 月１ ２ 日に開催し今後の対応を検討 

協会は、「介護人材確保の方向性について～中間整理メモ～」に関し、その対応のた

め９ 月１ ２ 日（金）に臨時総会を開催することとしました。この臨時総会では厚生労働省

から介護人材確保の方向性について～中間整理メモ～に関しての説明を求めるとともに、

協会の今後の対応について検討する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第 5回福祉人材確保対策検討会） 

（協会が検討会で配布した資料） 
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介護人材確保の方向性について

～中間整理メモ～

平成２６年８月２６日
福祉人材確保対策検討会

介護人材確保の方向性について（中間整理メモ）(1/2)

１．３つの魅力～「深さ」と「楽しさ」と「広さ」～の発信

介護という仕事の３つの魅力を介護現場から、社会全体、特に将来の担い手たる学生や保護者・教員に向けて
発信する。「深さ」とは、専門性に基づき高齢者の尊厳の維持と自立を支えること、「楽しさ」とは、自ら考え工夫
した結果が利用者の生活の質の向上として現れ、地域のまちづくりにもつながること、「広さ」とは、働き方の選
択肢の多さや産業としての拡がりの可能性があること。

２．若者に選ばれる業界への転換

介護業界が「若者に選ばれる業界」へ生まれ変わるため、経営者の意識改革や多様な人材の活用を図り、経
営力・採用力の向上やＩＴ化等を推進する。

３．女性や中高年齢者層の参画

子育て中・後の女性や、第２の人生のスタートを控えた中高年齢者層が介護分野での就労を含め、ケアの担い
手として多様な形で参加できる環境整備を促進する。

（基本的な考え方）
○ 介護人材は、地域包括ケアシステムの構築に不可欠の社会基盤であり、その確保は最重要の課題。
○ 今後、「量」と「質」の好循環の確立、すなわち、多くの人材が介護に従事し、切磋琢磨を通じて資質の向上が促され、社会
的・経済的評価が高まり、介護という仕事の魅力がさらに高まる循環を生み出すことが重要。

○ また、生産年齢人口の減少や他業種への人材流出も懸念される中、将来の担い手たる若者や学生に「選ばれる業界」への
転換を図るとともに、女性や高年齢者等の潜在的な労働力のさらなる活用が求められる。

○ 介護人材確保については、賃金水準の問題のみならず、より総合的・中長期的な視点で取り組むことが肝要｡このため､「参
入促進」「資質の向上」「労働環境・処遇の改善」の視点からの対策を総合的に講じる必要｡

○ 特に、個別の地域や事業者のレベルでは、革新的な動きも見られ、それらの活動を横展開させていくことや、意欲的な取組
が報われる業界としていくことが重要。

○ これらの観点から、本検討会で議論を進めてきたが、今後の方向性として、以下の１１の方向性を整理したもの。今後さらに
具体化に向けた議論を進めることが必要。

４．他業界に負けない採用戦略

求人に当たって経営理念の「見える化」や給与体系の整備など「他業界並み」の採用戦略を持つよう促す。また、
福祉人材センターの機能向上やハローワークとの連携を図り、求人・求職のマッチングを強化する。
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介護人材確保の方向性について（中間整理メモ）(2/2)
５．多様な働き方や機能に応じたキャリアアップの実現
介護人材について、専門性を追求する人材、マネジメントを担う人材、一定の領域に特化し従事する人材など、
働き方や求められる機能に応じた類型化を進める。多様な人材のキャリアパスを整備し、意欲ある者は学び、
キャリアアップが図れる環境を実現する。

９．マネジメント能力・人材育成力の向上
求職者に「選ばれる」とともに、就業者が「安心して働き続けられる」事業所となるよう、賃金水準の改善とともに、
マネジメント能力・人材育成力の向上や技術革新の積極的な導入を促す。このため､優れた取組を行う事業者
への評価・認証や､情報公表を推進する｡

10．学校・企業などあらゆる主体と連携する「場」の創設による地域ぐるみの人づくり
介護人材を「地域全体で育み、支える」環境を整備する。このため、地方自治体が、介護事業者をはじめ、養成
機関、労働関係機関、学校、一般企業と連携しつつ、地域のあらゆる主体と問題意識や取組の方向性を共有
するための「場」を設ける。また、学校教育、企業内研修、地域住民への啓発活動を進める。

11．グランドデザインの構築
上記の取組を実効的なものとするため、地域包括ケアシステムの構築に向け、国は関係者の参画のもと１０年
間を念頭に置いた介護人材に係るグランドデザインを描く。それをもとに、地域の関係者が同じ方向感をもち、
施策のＰＤＣＡを図りながら、役割に応じた取組を主体的に進める。

８．小規模事業所の共同による人材育成支援
小規模事業所の魅力を活かしつつ、共同による研修体制の構築や人事交流などを支援し、キャリア向上支援
のための環境を構築する。
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６．介護福祉士の専門性と社会的評価の向上
介護福祉士について、地域包括ケアに対応し、社会的評価向上につながるよう、継続的に専門性を高め、介護
職の中核的な役割を担う存在として明確に位置づける。また、離職した介護福祉士が介護の現場に再就業し
やすい環境整備を進める。

７．介護福祉士資格取得方法見直しに向けた取組 （具体的内容は次ページを参照）
介護福祉士の資格取得方法について、中期的には６の観点を踏まえた介護福祉士の在り方と併せた検討を進
める。当面は、すそ野の拡大の観点から、実務経験ルートにおける実務者研修を受講しやすい環境づくり、養
成施設ルートにおける国家試験義務付けの延期､福祉系高校ルートにおける通信課程の活用の検討を行う。

(基本的考え方)
○ 介護福祉士を介護職の中核的存在として位置付け、介護福祉士の社会的評価を確立する方向性を目指す。
○ 認知症等が増加する中、養成校や福祉系高校における体系的教育が必要。
○ 現下の状況（人材不足感の高まり､若者の参入減少等）も踏まえつつ､「中期的」及び「当面」という時間軸に基づく

対応が必要。

１．中期的対応 ： 「介護ニーズの高度化に対応した質の向上を図り、｢量｣と｢質｣の好循環を生み出す」
○ 地域包括ケアに対応し、また、社会的評価の向上につながるよう、継続的に専門性を高めていくこと
のできる教育体系の確立、専門性に応じた役割と位置付けのあり方等について、総合的な観点からの
検討を進める。

２．当面の対応 ： 「人材の資質の向上に配慮しつつ、裾野の拡大を図る」

（養成施設ルート）
○ 現下の状況を踏まえつつ、上記の中期的対応と併せた議論を行う必要があると考えられることから、
平成２８年度からの国家試験義務付けを延期する（施行時期については法令改正で対応）。ただし、養
成校による進級・卒業時の統一試験等、教育の質の確保を法令上担保。

（実務経験ルート）
○ 実務者研修の受講の義務付けを平成２８年度から施行。ただし、
・ 現在の負担軽減措置（科目の読み替え、通信教育の活用等）に加え、
・ 受講しやすい環境整備（受講期間を最大限柔軟にする等）を進めるとともに、その他の方策（実務
経験要件の運用の在り方等）について引き続き検討する。

（福祉系高校ルート）
○ 国家試験を引き続き実施。ただし、
・ 他業種からの転職者の参入を促進するため、通信課程での養成の在り方を見直した上で活用を検
討するとともに、その他の負担軽減を図るための方策についても検討する。

（別紙）介護福祉士資格取得方法見直しに向けた取組（方向性中間整理メモ７．関連）
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